
定例会見

日時：令和４年７月２９日（金）　１１：３０～

会見内容

１．発表事項　

(1)「元気を取り戻そう！ぎふのまち応援事業」について
経済部　商工課　

(2)児童養護施設退所者新生活応援金の募集開始について
子ども未来部　子ども支援課　

(3)マイナンバーカードの普及促進について
市民生活部　市民課　

(4)「長良川鵜飼未来シンポジウム2022」の開催について
ぎふ魅力づくり推進部　文化財保護課　

(5)コミュニティバス全地区共通1日乗車券の通年販売について
都市建設部　交通政策課　

市長公室　秘書課

令和４年度 第５回 市長定例記者会見

(6)「世界平和統一家庭連合」が関係する事業への
　　岐阜市後援名義の使用承認状況について
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１-(１)「元気を取り戻そう！ぎふのまち応援事業」について  
 

〇事業趣旨 

「元気を取り戻そう！ぎふのまち応援事業」と銘打ち、 

１．キャッシュレス決済を活用した地域経済活性化事業 

  「ぎふで買っとく！キャッシュレス応援キャンペーン」 

２．岐阜市販売促進・消費喚起支援事業 

の２本柱で事業者支援事業を展開。 

 

１．ぎふで買っとく！キャッシュレス応援キャンペーン       

予算規模 843,772 千円（R4 年 6月補正） 

 ●事業概要 

  ▶ 仕入れコストの高騰や売上減少に苦しむ中小企業者、個人事業主への支援 

 ▶ 物価高などで家計を圧迫されている消費者への支援 

 ▶ ポストコロナを見据えたＤＸの普及・拡大と、 

  「非接触型」のＱＲコード方式によるキャッシュレス決済を活用 

 

※これまでのキャッシュレスキャンペーンとの相違点 

ぎふで買っとく！キャッシュレス応援キャンペーン 第1弾～第3弾

対象店舗 資本金５千万円以下の中小企業者、個人事業主 全ての業種

１回当たりの上限額 「2,000円相当」 「1,000円相当」

実施期間 ２か月間 １か月間
 

 

 

 

実施期間 令和 4 年 9 月 16 日（金）から 11 月 15 日（火）までの 2 か月間 

対象店舗 資本金 5 千万円以下の中小企業者、個人事業主 

店舗確認方法 
対象店舗の店頭ポスター 

各決済サービスのアプリにて確認可能 

決済サービス 「PayPay」、「au PAY」、「d 払い」 

還元率 

最大 20％ 

１回の利用で最大「2,000 円相当」 

期間中最大「10,000 円相当」 を付与 

対象者 誰でもご利用可能 

その他 
スマートフォンや当該アプリの操作方法を案内する 

「スマホ教室」を各キャッシュレス決済事業者が実施 
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２．岐阜市販売促進・消費喚起支援事業              

 予算規模 30,000 千円（R4 年 6月補正） 

●事業概要 

・商店街・同業者組合等の市内商工団体や中小企業者が共同で実施する、 

販売促進・消費意欲の喚起を目的としたもので、 

既存のイベント等ではなく、 

ポストコロナを見据えた新たな催し物の開催に対し、その経費の一部を補助 

 

 ●事業内容 

  ・補助対象事業は、以下 4 点すべてを満たすイベントが対象 

① 地域経済の活性化（消費喚起）につながるもの 

② 申請者が新たに主催するもの 

③ 申請者が参加する事業者と共に準備・運営に携わるもの 

④ 新型コロナウイルス感染症の感染予防対策を講じているもの 

   

（１）商工団体（上限額：50 万円） 

  ・申請者 

市内に事業所等がある商工会議所、商工会、同業者組合、商店街、発展会等 

・補助率 

補助対象経費の 3 分の 2 

・補助条件 

市内に事業所等を有する中小企業者 5 者以上が参加するもの 

 

（２）中小企業者（上限額：30 万円（2者で行う場合は 20 万円）） 

  ・申請者 

市内に事業所等がある個人事業者を含む市内に事業所等がある中小企業者 

・補助率 

補助対象経費の 3 分の 2 

・補助条件 

補助対象者と他の 1 者以上の市内中小企業者と共同開催するもの 

 

●申請期間 

令和 4 年 8 月 1 日（月）から 11 月 30 日（水）まで 

  

 ●実施期間 

  令和 4 年 9 月 1 日（木）から 12 月 31 日（土）まで 
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１-（２）児童養護施設退所者新生活応援金の募集開始について                 

○趣旨 

市内の児童養護施設退所予定者の自立を支援するための応援の財源となる寄附金を 
企業や個人のみなさまから募集 

 
１．児童養護施設退所者を取り巻く状況について  

 

・児童養護施設では、 

何らかの理由により、家庭で生活することが困難な子どもたちが生活。  

・児童養護施設に入所している児童数は、 

全国で約 24,000 人、県内で約 400 人（うち、市内約 60 人）。令和2年度報告 

 

・現在、子どもたちは、原則１８歳になると、進学や就職により児童養護施設を退所。 

   ・退所後に直面する大きな課題が、 

１、 すぐに自立した生活が必要となるための経済的不安。 

２、 退所後の離職率・退学率の高さ。   

の２つ。 

 

２．寄附金の募集について  

・寄附金の募集 

 募集開始日 令和４年８月１日（月） 

申込み方法 メール、郵送、子ども支援課窓口（岐阜市役所２階）で受付。 

      ※詳細については岐阜市ホームページ 

「岐阜市児童養護施設退所者新生活応援金の募集」参照 

寄附金使途 市内の児童養護施設を退所する児童への支給に充当 

寄附制度  ・岐阜市外に居住されている方（個人）は「ふるさと納税」の対象。 

・市外の企業には「企業版ふるさと納税制度」適用可。 

 ※ご寄附頂いた企業については、ホームページにて企業紹介を行う。 

 

・新生活応援金の支給について 

支給対象者 市内に所在する児童養護施設に入所しており、進学・就職予定の者。 

支給金額  一律２０万円。 

・新生活に関する費用（生活費、引越費用、運転免許取得など）に活用を想定 
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１-(３) マイナンバーカードの普及促進について            

 

１ これまでの取組み 

・市民課・各事務所の窓口時間の延長 

・顔写真の無料撮影サービスの実施 

・PR 動画の作成・配信   

・商業施設などでの出張申請受付の実施 

・期日前投票やワクチン接種等に合せた休日におけるカード申請受付  

 

２ 新たな取組み 

（１）地域での出張申請受付 

・各地区公民館において出張申請受付を実施（※地域と日程調整中） 

（２）企業での出張申請受付 

・希望する市内及び近郊の企業を訪問して実施 

・複数企業による合同申込みも可 

・10 人以上の申請希望者で訪問 

・8/1～岐阜市 HPにてオンライン受付 

（３）その他の取組み 

・大型商業施設での出張申請受付 

・市役所本庁舎の市民課、地域の 7つの事務所での休日申請受付の拡大 
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１-（５）コミュニティバス全地区共通 1 日乗車券の通年販売について             

１ 概要  

・岐阜市のコミュニティバスは、平成 18 年から運行開始 

地域の買い物や通院など日常生活における移動手段として活用 

現在、市内 20 地区で延べ 580 万人以上の方にご利用いただいている 

〇広がるコミュニティバスの活用範囲 

①ワクチン接種会場へコミュニティバスを利用した場合の運賃を無料 

②災害のおそれがあるときの避難に、コミュニティバスを利用した場合の運賃を無料 

○取組みの経緯、目的 

 経緯 

・令和元年度から令和 3年にわたり、期間限定で実験的に販売し検証を実施 

販売実績 約 100 枚（令和元年度）→ 約 1,000 枚（令和 3年度） 

販売枚数が大幅に増加 

また、年間を通した販売を求める声が寄せられている 

目的 

・コミュニティバスのさらなる利便性の向上 

・新たな移動需要の喚起 

 

２ 共通１日乗車券について  

○対象路線 

  ・サポート便（芥見・岩地区）とデマンド型乗合タクシー（方県・網代地区）を除いた 

コミュニティバス全 19 地区で実施 

○利用開始日 

  ・8 月 1 日（月）から 

○内容 

  ・どの地区のコミュニティバスを 1日何度乗っても 

大人 200 円  小人 100 円 

  ・乗車券は、コミュニティバスの車内や、 

運行事業者の株式会社日本タクシー本社営業所で販売 

・降車時、運転手に提示し利用 

  ・1 日乗車券を購入し、ご利用された方には、抽選で 30 名の方に、 

コミュニティバスのイラスト入りの折りたたみ傘をプレゼント 
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１－（６）「世界平和統一家庭連合」が関係する事業への岐阜市後援名義の使用承認状況

について 

 

１ 市全体の岐阜市後援名義使用承認実績 

    令和３年度            ２４２件 

    令和４年度（7/26現在）  １４７件 

 

 ２ 上記の内、「世界平和統一家庭連合」（旧統一教会）が関係する事業に３件後援。 

① 「世界平和統一家庭連合」が主催        ０件 

② ＜関係団体＞「岐阜県平和大使協議会」主催  １件（令和3年度）   

③ ＜関係団体＞「岐阜県平和大使協議会」後援   ２件（令和3年度 1件、４年度 １件） 

 

  3  昨年度２件 

２－②「岐阜県平和大使協議会」が主催する事業     

      ・事業名 家庭ビジョンセミナー （目的・内容）子育てに関する知識習得セミナー 

      ゼロ歳児からの家庭教育の重要性や子育ては親育て等、大切な家庭教育についての講演 

      講師：元埼玉県教育委員長 

      ・開催日 令和３年１０月１７日  ・場所  長良川国際会議場 

      ・他の後援先 岐阜県       ・担当課 子ども政策課   ・祝電対応 

 

   ２－③「岐阜県平和大使協議会」が後援する事業          

       ・事業名 PEACE ROAD 2021 in Gifu （目的・内容）新型コロナウイルスの早期終息と

世界の平和を願い自転車で県内をリレー走行し、平和メッセージを届けるプログラム  

・主催者 PEACE ROAD 2021 in Gifu実行委員会 

      ・開催日 令和３年７月１０日、１１日、１７日 

        ・場所  ＪＲ岐阜駅前広場及び岐阜市内ルート及び県内３ルート 

        ・他の後援先 岐阜県、県内8市 

      ・担当課 男女共生・生涯学習推進課 

       ＊PEACE ROAD 2021 in Gifu実行委員会と面談 令和３年６月９日 

  ＜参考＞＊PEACE ROAD 2022 in Gifu実行委員会と面談 令和４年７月６日 

                2022の事業は中止 

 

４ 今年度１件 

  ２－③「岐阜県平和大使協議会」が後援する事業 

・事業名 岐阜を元気にする会 （目的・内容）元加納町長で韓国・大邱市に渡り、 

貯水池の建設に尽力した水崎林太郎翁の功績を学ぶ講演会 

郷土の偉人の功績を顕彰し、知ることで、郷土に対する誇りや愛着を取り戻し、岐阜を  

元気にする。 

            ・主催者 岐阜を元気にする会 

        ・開催日 令和４年５月１日 

・場所  長良川国際会議場 

      ・担当課 国際課 

 

 



参 考 

 

  岐阜市後援名義の使用承認及び岐阜市長賞の交付に関する要綱   一部抜粋 

（趣旨） 

第1条 この要綱は、国、他の地方公共団体、公益法人、公共的団体等が開催する事業（以下

「事業」という。）に対する岐阜市の後援名義の使用承認（以下「後援の承認」という。）

及び岐阜市長賞の交付（以下「市長賞の交付」という。）に関し、必要な事項を定めるもの

とする。 

（対象事業） 

第2条 後援の承認をする事業は、次の各号のいずれにも該当すると認められるものとする。 

(1) 事業の目的及び内容が、本市の教育、芸術・文化及びスポーツの振興、市民福祉の増進

等に寄与すると認められるもので、公共性があること。 

(2) 広く市民を対象としており、事業の参加者が概ね50人以上であること。ただし、もっぱら

事業を実施する団体の構成員の親睦のために行う事業及び当該団体の構成員のみを対象と

する事業を除く。 

(3) 原則として市内で開催される事業であること。ただし、市民の幅広い参加が期待できる

事業又は本市のイメージアップが期待できる事業であるときは、この限りでない。 

(4) 主催者の所在が明確で、事業遂行能力が十分であること。 

(5) 主催者が参加者から入場料その他の料金を徴収する事業にあっては、その徴収する額及

び目的が適正かつ明確であること。 

(6) 事業の実施場所において、保健衛生及び災害防止に関する措置が講じられていること。 

(7) 登壇者、発言者等が2人以上いる事業にあっては、その性別に偏りが生じないよう努め

られているものであること。 

 

3 前2項の規定にかかわらず、市長は、事業が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

後援の承認及び市長賞の交付を行わないものとする。 

(1) 政治活動又は宗教活動を目的とするもの 

(2) 特定の政治団体又は宗教団体を支持し、若しくは支援し、又はこれらに反対することを

目的とするもの 

(3) 特定の思想又は主義主張の浸透を図ることを目的とするもの 

(4) 公の秩序若しくは善良の風俗に反するもの又はそのおそれのあるもの 

(5) 主に営利又は商業宣伝を目的とするもの 

(6) 特定の団体の宣伝又は売名を目的とするもの 

(7) 集団的又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれのある組織の利益になるもの 

(8) 行政の運営に支障を及ぼすもの 

(9) 前各号に掲げるもののほか、後援の承認又は市長賞の交付を行うことが適当でないと認

めるもの 


